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Ⅰ はじめに 

 

 地方公共団体の会計は、予算の適正で確実な執行を目的として現金による収入または支出を

記帳の基準とする現金主義を採用しています。  

しかし、財政の透明性を高め、住民に対する説明責任をより適切に果たすため、平成２７年

１月に、国から固定資産台帳の整備を含めた統一的な基準による財務諸表を作成するよう要請

があり、豊能町でもその要請に従い、平成２８年度決算から統一的な基準に基づいた地方公会

計制度を導入しております。  

 

 

Ⅱ 財務書類とは 

 

 財務書類とは、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の４表

から成り立っています。それぞれの表が何を示すかについて、簡単に説明していきます。  

 

１．貸借対照表とは 

貸借対照表とは、自治体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、そ

の資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを対照表示したものです。資産合計

額と負債・純資産合計額が一致し、左右がバランスしている表であることからバランスシート

とも呼ばれます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

負債

純資産

資産

将来世代の負担

国・府の負担、過去

又は現世代の負担

使う資産

売れる資産

回収する資産

等
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負債

期首純資産残高

当年度における
純資産の変動

期末純資産残高

負債
純資産変動計算書

純資産

純資産

資産

資産

２．行政コスト計算書とは  

 行政コスト計算書とは、４月１日から翌年の３月３１日までの１年間の行政活動のうち、福

祉活動やごみの収集といった資産の形成に結び付かない行政サービスに係る経費（経常行政コ

スト）とその行政サービスの直接の対価として得られた財源（経常収益）を対比させた財務書

類です。  

 
 

３．純資産変動計算書とは  

 純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でどのよ

うに変動したかを表している計算書です。  

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．資金収支計算書とは  

 資金収支計算書とは、町の活動に伴う資金の利用状況及び資金の獲得状況を明らかにするこ

とを目的として、資金の出入りを３つの区分（活動）に分けて表示した財務書類です。  

・人件費や物件費、社会保障に係る経費等、行政による通常業務に係る資金収支の状況を表  

す「業務活動収支」 

・公共事業や基金（町の貯金）の積立、取崩等、資産の形成に伴う資金の使途とその財源を  

表す「投資活動収支」  

・町債の借入や返済等（財務活動）による資金の出入りを表す「財務活動収支」  

の３つに区分されています。 
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５．財務書類４表の相関関係  

 下の図は、先に述べた４種類の財務書類が、どのような関係にあるかを示した相関図です。 

 行政コスト計算書により示された１年間の純行政コストが、税収や国・府の補助金等ととも

に純資産の異動（過去または現役世代の負担額の異動）として貸借対照表に記載されます。  

 また、資金収支計算書による１年間の資金の異動結果が、現金預金の残高として、貸借対照

表に記載されます。  

 

 

 ではこれ以降、豊能町における各財務書類の数値を具体的に解説し、豊能町の財務状況を説

明していきます。  

 なお、財務書類の数値が千円単位であることに対し、解説文は１万円を単位としているため、

四捨五入の関係で合計金額等が合致しない場合がありますのでご了承ください。  

 

 

 

 

行政コスト計算書

資産

・・・・・
・・・・・
・・・・・
・・・・・・・・・・
・・・・・
現金預金
・・・・・

純資産

純資産変動計算書

前年度末純資産残高
｜

純行政コスト
＋

税収、国県等補助金受入
＋

資産評価替え等
||

期末純資産残高

業務費用＋臨時損失

｜

経常収益＋臨時利益

||

純行政コスト

収入
｜
支出
||

本年度現金増減額
＋

前年度末現金預金残高
||

本年度末現金預金残高

貸借対照表

資金収支計算書

負債
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Ⅲ 豊能町の財務書類（一般会計等） 
  

１．一般会計等  

   一般会計等とは、国の地方財政状況調査（決算統計）のルールに基づく普通会計の範囲

を指し、公営事業会計以外の会計を指します。本町の場合は、一般会計がそのまま一般会

計等となりますが、他の自治体では印刷事業等を別の会計として運用する事例等もあるた

め、このような表現となります。 

 

２．対象年度 

対象年度は令和６年度で、令和７年３月３１日を作成基準日としています。ただし出納

整理期間（令和７年４月１日から５月３１日まで）の収支は、基準日までに終了したもの

として処理しています。  
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３．貸借対照表 

 

【様式第1号】

自治体名：豊能町

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 25,370,207   固定負債 5,988,202

    有形固定資産 24,403,512     地方債 4,676,969

      事業用資産 13,487,820     長期未払金 -

        土地 6,707,924     退職手当引当金 1,299,466

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 20,970,640     その他 11,767

        建物減価償却累計額 -14,902,274   流動負債 711,385

        工作物 866,099     １年内償還予定地方債 539,102

        工作物減価償却累計額 -721,784     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 132,133

        航空機 -     預り金 27,393

        航空機減価償却累計額 -     その他 12,758

        その他 - 負債合計 6,699,587

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 567,215   固定資産等形成分 27,109,325

      インフラ資産 10,842,667   余剰分（不足分） -6,002,713

        土地 8,593,586

        建物 345,455

        建物減価償却累計額 -277,689

        工作物 8,113,608

        工作物減価償却累計額 -5,932,636

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 343

      物品 1,054,650

      物品減価償却累計額 -981,624

    無形固定資産 16,522

      ソフトウェア 16,522

      その他 -

    投資その他の資産 950,173

      投資及び出資金 44,268

        有価証券 -

        出資金 6,368

        その他 37,900

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 30,973

      長期貸付金 6,054

      基金 870,126

        減債基金 93,201

        その他 776,925

      その他 -

      徴収不能引当金 -1,248

  流動資産 2,435,991

    現金預金 597,026

    未収金 102,280

    短期貸付金 2,128

    基金 1,736,989

      財政調整基金 1,736,989

      減債基金 -

    棚卸資産 1,690

    その他 -

    徴収不能引当金 -4,122 純資産合計 21,106,612

資産合計 27,806,199 負債及び純資産合計 27,806,199

貸借対照表
（令和7年3月31日現在）
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［資産の部］ 

 令和６年度末の豊能町の「資産」は 278 億 620 万円です。「資産」は大きく「固定資産」と

「流動資産」に分類されます。  

 

 １ 固定資産 

  「固定資産」は「有形固定資産」「無形固定資産」「投資その他の資産」の３つの資産から

構成されています。 

「有形固定資産」とは、長期間にわたって住民サービスを提供するために使用されるもの

で、土地、建物、工作物等が該当します。令和６年度末の「有形固定資産」は 244 億 351 万

円で、前年度より 1,762 万円の増となっております。これは主に小中一貫校施設整備等によ

り建物等の減価償却以上に資産計上に係る工事を実施したことによるものです。  

  「無形固定資産」は、固定資産のうち、具体的に形のない固定資産のことを指します。具

体的には、ソフトウェア等となります。令和６年度の「無形固定資産」は、1,652 万円とな

っています。 

「投資その他の資産」には、公営企業や第三セクター等への出資金や貸付金、基金（町の

貯金）、長期延滞債権（回収期限到来後、１年以上経過した債権）などの資産を計上していま

す。 

  「投資及び出資金」とは、公営企業や第三セクターなどへの出資金・出えん金で、4,427

万円を計上しています。公営企業（水道事業）や財団法人等への出資が主なものです。 

  「長期貸付金」には、奨学金の貸付残高の内、返済期限が到来していないものの金額を計

上しており、金額は 605 万円となっています。貸付金の内、返済期限が到来しているにもか

かわらず回収されていないものは、「未収金」あるいは「長期延滞債権」として別に計上され

ます。 

 「基金」には、地方債の償還のために積み立てる「減債基金」と「その他」の基金があり

ます。「その他」基金には、資金を使用する際に積み立てた資金を取り崩して使用する「特定

目的基金」と、定額の資金を運用する「定額運用基金」があります。「特定目的基金」には、

「公共施設整備基金」や、「退職手当目的基金」等、使用目的に応じて基金の積立を行ってい

ます。「定額運用基金」には、「物品調達基金」が該当します。令和６年度の計上額は 8 億 7,013

万円で、前年度より 605 万円の減となっています。  

「長期延滞債権」とは、納付期限などから 1 年以上経過しても未収入となっている債権で、

令和６年度は、3,097 万円を計上しています。  

「徴収不能引当金」は、長期延滞債権の内、過去の実績などを参考に算出した一定の額を

計上しています。令和６年度は、長期延滞債権 3,097 万円の内 125 万円を計上しています。 
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２ 流動資産  

 「流動資産」には、現金、必要に応じてすぐに使える基金、税金等の未収金が計上されて

います。 

「現金預金」はその年度の収入から支出を差し引いた残高です。令和６年度は、5 億 9,703

万円を計上しています。一般会計等の貸借対照表には、歳入から歳出を差し引いた金額（決

算書の実質収支額）に、歳入歳出外現金（豊能町の所有に属しない現金）の残高を加算して

計上しています。  

「基金」には、不時の支出増加等に備えるための「財政調整基金」の残高を計上していま

す。令和６年度は、17 億 3,699 万円を計上しており、前年度より 725 万円の減となっていま

す。 

「未収金」は、本来、令和６年度中に収入しなければならない債権で、まだ収入がないも

のの内、滞納期間が１年未満のものを計上しています。また、「長期延滞債権」と同様に、一

定の金額を「徴収不能引当金」として計上しています。令和６年度は、1 億 228 万円の未収

金を計上していますが、徴収不能引当金 412 万円を差し引くと、将来収入が見込まれる金額

は 9,816 万円であることを示しています。 

「棚卸資産」は、販売を目的として所有する資産で、短期に現金化することが想定される

ため、流動資産として計上されています。令和６年度は、169 万円を計上しています。  

 

［負債の部］ 

１ 固定負債  

町が負担しなければならない債務の金額を表す負債の内、翌年度以降に支払や返済が行わ

れる予定のものを「固定負債」といいます。 

「地方債」には、町の借金である地方債の内、翌々年度（今回は令和８年度）以降に償還

されるものが計上されます。豊能町の場合、46 億 7,697 万円を計上しています。 

「長期未払金」とは、既に物件の引渡しやサービスの提供を受けたもので、まだ支払って

いない額などを計上しています。令和６年度は計上していません。  

  「退職手当引当金」は、町の職員全員が仮に年度末時点で退職した場合に必要となる退職  

手当額を計上するものです。（令和６年度支払分を除く。）令和６年度は 12 億 9,947 万 

円を計上しており、前年度より 1 億 4,914 万円の減となっています。  

 「その他」には、主にリース債務の残高の内、翌々年度（今回は令和８年度）以降に支払

い期限が到来するものを計上しています。リース資産は、その契約内容によって財務書類に

計上する方法が異なりますが、ここでは、所有権移転ファイナンスリースによる債務を計上

しています。 
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２ 流動負債  

 「流動負債」とは、負債の内、１年以内に支払や返済をしなければならないものです。 

「１年内償還予定地方債」は、地方債のうち令和７年度に償還予定の金額で、5 億 3,910

万円を計上しています。「固定負債」の「地方債」との合計が、町の地方債（借金）残高です。 

「未払金」「未払費用」「前受金」「前受利益」は全て、翌年度（令和７年度）に支払う義務

のある債務です。令和６年度は「未払金」の計上はありませんでした。 

「賞与引当金」は、翌年度（今回は令和７年度）に支給される賞与のうち令和６年度の勤

労に対し支給される金額で、1 億 3,213 万円を計上しています。 

「預り金」は、現金預金の内、歳入歳出外現金（豊能町の所有に属しない現金）の残高で、

2,739 万円を計上しています。  

「その他」には、リース債務の残高の内、翌年度（今回は令和７年度）に支払い期限が到

来するものや町税等の還付未済額として、1,276 万円を計上しています。  

 

 

［純資産の部］ 

  純資産の残高は、資産と負債との差額として算定されますが、その内容によって、「固定資 

産等形成分」及び「余剰分（不足分）」に区分して計上しています。 

１ 固定資産等形成分  

 「固定資産等形成分」は、資産を形成するために充当した資源の蓄積をいいます。「固定資

産」に、「流動資産」の内、「基金」を加えた合計額となり、令和６年度は、271 億 933 万円

を計上しています。 

２ 余剰分（不足分）  

 「余剰分（不足分）」は、費消可能な資源の蓄積を言います。「基金」を除いた「流動資産」

から「負債」を差し引いた額となり、令和６年度は、－60 億 271 万円を計上しています。「余

剰分（不足分）」がマイナスとなっていることは、翌年度以降使用できる財源を前倒しで使用

しているということになり、「負債」の償還への充当のため、将来の税収等がすでに拘束され

ている状況と言えます。  
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４．行政コスト計算書  

 

【様式第2号】

自治体名：豊能町

会計：一般会計等 （単位：千円）

    その他 -

純行政コスト 6,965,433

    その他 20

  臨時利益 -

    資産売却益 -

    資産除売却損 0

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 6,965,413

  臨時損失 20

    災害復旧事業費 -

  経常収益 213,384

    使用料及び手数料 54,722

    その他 158,662

      社会保障給付 743,556

      他会計への繰出金 787,428

      その他 1,553

        その他 116,546

    移転費用 3,163,606

      補助金等 1,631,069

      その他の業務費用 139,919

        支払利息 18,486

        徴収不能引当金繰入額 4,886

        維持補修費 87,697

        減価償却費 640,636

        その他 -

        その他 371,155

      物件費等 2,087,830

        物件費 1,359,496

        職員給与費 1,281,745

        賞与等引当金繰入額 132,133

        退職手当引当金繰入額 2,409

  経常費用 7,178,797

    業務費用 4,015,191

      人件費 1,787,442

行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額
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行政コスト計算書では、資産形成に結びつかない１年間の行政サービスを提供するために要

した経費の内、経常的なものを「経常費用」、臨時的なものを「臨時損失」として計上し、施設

使用料や各種講座の参加費等、主に行政サービスの過程で得られた受益者負担等を「経常収益」、

臨時的な収入を「臨時利益」で表します。  

令和６年度は、「経常費用」は 71 億 7,880 万円、「経常収益」は 2 億 1,338 万円（受益者負

担比率は 3.0％）で「純経常行政コスト」は 69 億 6,541 万円です。 

 「臨時損失」は、災害復旧事業に係る経費等 2 万円を計上しました。よって上記の「純経常

行政コスト」と合わせた「純行政コスト」は、69 億 6,543 万円となっています。  

なお、行政サービスを提供する上で最も重要な財源である税収は経常収益に含めないため、

経常費用及び臨時損失と、経常収益及び臨時利益の差額は、一般的には大幅なコスト超過にな

ります。  

 

 

５．純資産変動計算書  

 

 

 

 

【様式第3号】

自治体名：豊能町

会計：一般会計等 （単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

前年度末純資産残高 20,968,743 27,141,396 -6,172,652

  純行政コスト（△） -6,965,433 -6,965,433

  財源 7,128,263 7,128,263

    税収等 5,405,444 5,405,444

    国県等補助金 1,722,818 1,722,818

  本年度差額 162,830 162,830

  固定資産等の変動（内部変動） -7,110 7,110

    有形固定資産等の増加 650,448 -650,448

    有形固定資産等の減少 -640,636 640,636

    貸付金・基金等の増加 489,938 -489,938

    貸付金・基金等の減少 -506,859 506,859

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 -24,961 -24,961

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 137,869 -32,071 169,939

本年度末純資産残高 21,106,612 27,109,325 -6,002,713

純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計
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１ 概要  

 純資産残高全体をみると、前年度末純資産残高（令和５年度末現在）209 億 6,873 万円に対

し、本年度末純資産残高（令和６年度末現在）211 億 661 万円と、1 億 3,787 万円の増となっ

ています。純資産は、今までの世代（令和６年度を含む）が負担してきた部分ですので、令和

６年度の１年間で、この負担部分が 1 億 3,787 万円増加したことになります。  

 その要因は、以下のとおりです。 

２ 本年度差額  

純行政コストは、令和６年度の１年間における資産形成を伴わない行政サービスの収支で、

行政コスト計算書の「純行政コスト」の数値 69 億 6,543 万円を計上しています。  

「財源」として、町税や地方交付税等の「税収等」54 億 544 万円、国や府の支出金である

「国県等補助金」17 億 2,282 万円を計上していますが、その合計額 71 億 2,826 万円よりも、

純行政コスト 69 億 6,543 万円が下回ることとなり、差引すると 1 億 6,283 万円の余裕が生じ

ております。 

３ 固定資産等の変動（内部変動）  

「固定資産等の変動（内部変動）」の内、「有形固定資産等の増加」は、令和６年度の固定資

産形成に使用された一般財源の金額を示します。小中一貫校施設整備等に 6 億 5,045 万円を使

用したことにより、この金額を計上したものです。  

一方、「有形固定資産等の減少」は、令和６年度の固定資産が減少した金額が 6 億 4,064 万

円であることを示します。減価償却費や資産の売却により、この金額を計上したものです。  

「貸付金・基金等の増加（減少）」は、基金や貸付金等の増減を示します。基金の積立や奨学

金の新規貸付等は、「貸付金・基金等の増加」に、基金の取り崩しや奨学金の返還金は、「貸付

金・基金等の減少」として計上したものです。  

４ 無償所管換等  

 「無償所管換等」として 2,496 万円の減となっています。これは、過年度の固定資産台帳を

見直し、訂正をしたこと等に伴い、所有する固定資産の価額が減少したものです。  
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６．資金収支計算書  

 

【様式第4号】

自治体名：豊能町

会計：一般会計等 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 26,178

本年度歳計外現金増減額 1,215

本年度末歳計外現金残高 27,393

本年度末現金預金残高 597,026

    その他の収入 -

財務活動収支 44,088

本年度資金収支額 -6,665

前年度末資金残高 576,298

本年度末資金残高 569,633

  財務活動支出 571,890

    地方債償還支出 559,606

    その他の支出 12,284

  財務活動収入 615,978

    地方債発行収入 615,978

    貸付金元金回収収入 3,412

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 -447,046

【財務活動収支】

    貸付金支出 600

    その他の支出 -

  投資活動収入 692,131

    国県等補助金収入 187,290

    基金取崩収入 501,430

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,139,178

    公共施設等整備費支出 650,448

    基金積立金支出 488,130

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 396,293

  業務収入 7,063,866

    税収等収入 5,405,095

    国県等補助金収入 1,445,255

    使用料及び手数料収入 54,718

    その他の収入 158,798

    移転費用支出 3,163,606

      補助金等支出 1,631,069

      社会保障給付支出 743,556

      他会計への繰出支出 787,428

      その他の支出 1,553

    業務費用支出 3,503,967

      人件費支出 1,923,560

      物件費等支出 1,447,094

      支払利息支出 18,486

      その他の支出 114,827

資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 6,667,573
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１ 概要  

「業務活動収支」は、資産形成に結びつかない行政サービスに係る資金の収支を示していま

す。支出の項目は、人件費、物件費等の業務費用、社会保障や補助金等の移転費用からなる「業

務支出」、災害復旧事業費支出等の「臨時支出」から成り立っています。収入の項目は、町税や

地方交付税、国・府支出金等の業務収入及び臨時収入から成り立っています。  

令和６年度の業務活動収支は、3 億 9,629 万円の黒字となっています。  

「投資活動収支」は、公共施設の整備や基金積立金等、資産の形成につながる資金の収支を

示しています。公共施設の整備費用 6 億 5,045 万円や、基金積立金 4 億 8,813 万円等の「投資

活動支出」11 億 3,918 万円に対して、国・府支出金や、基金の取り崩し等の収入が 6 億 9,213

万円であるため、4 億 4,705 万円の赤字となっています。  

「財務活動収支」は、主に地方債の借入、償還等に係る資金の収支を示しています。地方債

（借金）の償還（返済）や、リース料の支払額等の「財務活動支出」5 億 7,189 万円に対し、

地方債借入額である「財務活動収入」が 6 億 1,598 万円であるため、4,409 万円の黒字となっ

ています。  

結果として、３つの収支の合計は 667 万円の赤字となり、期末において歳計現金残高が減少

しています。  

 資金収支計算書により資金の動きに着目すると、基金（貯金）に 4 億 8,813 万円を積み立て

た（基金積立金支出）、5 億 143 万円を取り崩した（基金取崩収入）結果、基金残高は 1,330

万円減少しました。 

令和５年度からの繰越金 5 億 7,630 万円（前年度末資金残高）を加え、決算書上では 5億 6,963

万円の黒字（本年度末資金残高）となりましたが、本町の財政運営は基金の取り崩しや地方交

付税等の依存財源により維持されていることから、今後も厳しい財政状況が続くことが見込ま

れています。  

 

Ⅳ 豊能町の財務書類（全体・連結） 

 

１．全体財務書類 

   豊能町の一般会計等財務書類は一般会計の財務書類を示すものですが、全体財務書類と

は、一般会計等の財務書類に地方公営事業会計を加えたものです。  

地方公営事業会計には、国民健康保険特別会計、国民健康保険診療所特別会計、後期高

齢者医療特別会計、介護保険特別会計の４つの特別会計と、公営企業会計である下水道事

業会計を加えた５会計があり、一般会計等の財務書類にその５会計を加えたものが全体財

務書類となります。  
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２．連結財務書類  

   連結財務書類とは、先ほどの全体財務書類に、豊能町の関連団体を加えて作成したもの

です。関連団体には、猪名川上流広域ごみ処理施設組合、豊能郡環境施設組合、大阪広域

水道企業団（水道用水供給事業・工業用水道事業・市町村域水道事業）、大阪府後期高齢

者医療広域連合の団体があり、全体財務書類にその６団体を加えたものが連結財務書類と

なります。 

   一般会計等財務書類、全体財務書類、連結財務書類のイメージは、以下のとおりです。 

 

大阪広域水道企業団（水道用水供給事業）

大阪広域水道企業団（工業用水道事業）

・

関連団体

猪名川上流広域ごみ処理施設組合

豊能郡環境施設組合

大阪府後期高齢者広域連合

・

・

・

・

・ 大阪広域水道企業団（市町村域水道事業）

公営事業会計

・ 国保診療所特別会計

・ 後期高齢者医療特別会計

・ 介護保険特別会計

・ 国民健康保険特別会計

公営企業会計

・ 下水道事業会計

連結財務書類

全体財務書類

一般会計等財務書類

一般会計・


